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研究成果の概要： 
 本研究は，企業，NPO，企業と NPO の 3 主体に関する社会戦略について，ビジネスモデル

の観点から検討している．社会戦略を果たすビジネスモデルとして，社会性，事業性，革新性

の 3 つのバランスがとれていること，また 3 つが相互に関連していることが求められる．また

そのようなビジネスモデル上では，ステイクホルダーとの多様かつユニークな協働を見いだす

ことができる．協働を考える上で，クリエイティブなマーケティングや，ステイクホルダーの

教育が重要であることを論じた．また協働アクティビストの役割や協働促進要因についても考

察している． 
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１．研究開始当初の背景 
 
 企業，NPO の双方にとって，より一層の社
会的価値創造が望まれているにも関わらず，
そのための戦略を構築し実行（効果的な社会

戦略を遂行）していく上では，現実的に大き
な課題が存在しており，それゆえ成功してい
る事例が少なく，理論構築も以下の点から不
十分なままである． 
 
（１）企業の CSR 戦略（社会戦略）の議論
は，CSR 元年（2003 年）以降，多様な形で



登場してきているが，社会戦略の内容やプロ
セスに関する理論と実証研究は，本格的には
展開されていない． 
 
（２）NPO については，社会戦略という枠
組みにおける価値創造のあり方についての
検討は皆無である． 
 
（３）企業と NPO 双方に関連する議論とし
ては，ソーシャルベンチャーの議論と企業と
NPOの協働理論があるが，萌芽段階にある． 
 
（４）ビジネスモデル研究は蓄積されている
が，顧客価値創造のための仕組み研究であり，
社会的価値創造のための仕組みまで拡張さ
れた議論をみることはできない． 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究では，包括的かつ体系的な社会戦略
理論の構築に向けて，企業，NPO，企業と NPO
の協働の 3主体に関する社会的価値創造のビ
ジネスモデルを検討する．企業と NPO に関す
る社会戦略の中身に踏み込んでいくために
は，社会戦略の目的である「社会的価値を創
造する」ことが可能なビジネスモデルを検討
することが有効であるため，上記研究を遂行
する． 
 
 
３．研究の方法 
 
 社会戦略理論の構築に向けて，企業，NPO,
企業と NPO の協働の 3 主体に関する社会的
価値創造のビジネスモデルを検討すること
になるが，多様な理論的アプローチを援用し
ながら，文献研究，事例研究，定量的研究の
3 つの研究方法を組み合わせて，研究対象の
実態把握，仮説発見，仮説検証を行った． 
 以下の研究プロセスを踏んだ． 
 
（１）事例研究 
 社会的課題解決事例の発掘，予備調査，事
例調査（インタビュー調査） 
 
（２）文献研究 
 ビジネスモデル，CSR，協働，社会的企（起）
業，NPO 関連の文献研究 
 
（３）定量的研究 
 社会戦略のビジネスモデルの各構成概念
に関する公開された定量的データを活用．地
域を限定した協働に関する定量調査を実施． 
 
 
 

４．研究成果 
 
 社会性と事業性を両立するためのビジネ
スモデルには，革新性が必要となるが，それ
らの関係性について，事例研究を積み上げ，
下記の考察と含意を導出した． 
 
（１）企業，NPO の社会戦略 
 企業において社会的課題解決を追求して
いくためには，その方法，プロセス，具体的
な最終目的といったあらゆる点で，従来の組
織の論理とは異なるものが求められる．社会
性を追求する上では，革新的な取り組み（革
新性）を導入していく必要があることを，前
もって強く意識して実行する必要がある．ま
たその際に，一方では，事業性をもにらんだ
取り組みを行わなければ，成果として評価さ
れない．事業性を果たすためにも，革新的な
ビジネスモデルが必要になる．社会性，事業
性，革新性の 3 つの要素のバランスを考える
必要もある． 
 したがって，社会戦略においては，社会性
（社会的ミッションを保有していること），
事業性（社会的ミッションに基づいて継続的
事業活動を進めること），革新性（社会的商
品・サービスやそれらを提供する新しい仕組
みの創出）の 3 つが，その実現に不可欠な条
件であること，さらに 3 つの条件が相互に密
接に関係していることに留意して，従来の組
織論理とは異なるマネジメントを実践して
いく意識と行動が求められる． 
 
（２）社会戦略と協働 
 社会的事業（社会的価値創造事業）におい
ては，多様なステイクホルダーとの協働が必
要となり，ネットワークの構築が望まれる．
その際には，NPO が共創の場としての役割
を果たすことが多く，意識的な活用が望まれ
る． 
 社会的事業のビジネスモデルにおいては，
協働プロセスのマネジメントも同時に達成
しなければならず，協働アクティビストの存
在の有無が成果に大きく影響する． 
 また協働が促進する条件を事例研究に基
づき，仮説的命題として下記のように整理し
た． 
 ①中核的参加者間に協働資源の相互補完
性がある場合には，協働が促進される． 
 ②協働アクティビストが複数の重層的に
連結された場を設定し活用する場合，協働が
促進される． 
 ③アジェンダの進化によって協働が促進
される． 
 ④協働アクティビストが，アジェンダの重
要性を参加者に認識させる場合，協働が促進
される． 
 ⑤参加者の共通の信念・思いから，明示的



な言葉で表現された解決策が生成・特定化さ
れる場合，協働が促進される． 
 ⑥協働アクティビストが，協働を意図した
活動だけでなく，協働を必ずしも意図しない，
偶然生じたこれまでの活動をうまく活用す
る場合，協働が促進される． 
 ⑦参加者間で異なる支配的論理がすり合
わされ統合される場合，協働が促進される． 
 ⑧新規の参加者や新規の活動プログラム
が加わった場合に参加者のやる気は高まり，
協働は促進する． 
 
（３）ビジネスモデルとステイクホルダー 
 さらに，社会戦略を果たすビジネスモデル
において，ステイクホルダーとの関係性に注
目すべき下記の点を見出すことができた． 
 ①経営理念に基づいた一貫したビジネス
モデルを構築することが，ユニークなステイ
クホルダーとの関係構築と価値創造につな
がっている． 
 ②社会的事業プロセスにおいては，ステイ
クホルダーの意識と行動の間にギャップが
見受けられる場合が多い．したがって，社会
的価値創造に向けて，ステイクホルダーと多
様な関係を構築していく上では，クリエイテ
ィブなマーケティングや，ステイクホルダー
の教育が重要な役割を果たす．  
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